















































　（ 5）　編集委員　 7名程度（内訳は第12条第 3項の内規による）





































































































　本会則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
　　　付則
　平成26年 5 月22日、第 6条一部改正、第13条一部追加
　本会則は平成26年 5 月22日から施行する。
　　　付則
　平成27年 5 月28日、第 6条、第 7条、第 9条、第13条第 5項一部追加
　本会則は平成27年 5 月28日から施行する。
　　　付則








































第 5条　2015年 5 月28日以降入稿し、『論叢』に掲載した論文についての
著作権は、本会に帰属するものとする。
2　前項の規定は、『論叢』に掲載した論文を複製、公衆送信することによっ
て、本会の定期刊行物に掲載された学術情報を活用することを目的とす
るものであって、論文の著者による再利用、経済的報酬の享受を妨げる
ものではない。
　　（ 2 ）本会は譲渡された著作権に関して、この目的を逸脱して濫用し
ないよう細心の注意を払うものとする。この目的を超えて本会が
譲渡された著作権を濫用した場合、著者は書面によって、本会に
対し再検討を求めることが出来る。
3　第 2 項の趣旨に基づき、『論叢』に掲載した論文を他媒体で再掲、再
利用、あるいは翻訳、または翻訳を許諾することを希望する場合、書面
による著者の要望があった場合、本会は原則としてこれを認めるものと
する。
　　（ 2 ）ただし、著者は再掲先、再利用先、翻訳先となる媒体において、
『論叢』掲載論文であることを明記しなければならない。また、翻
訳を許諾する場合はこれを要件とするものとする。
　　（ 3 ）再掲、再利用、翻訳、翻訳許諾の際に生じる原稿料その他の報
酬は著者に属するものとする。
　　（ 4 ）再掲先、再利用先、翻訳先となる媒体が公序良俗に反するなど
特段の事情を運営委員会が認めた場合には、本会は第 3項の措置
を差し止める権利を留保する。
4 ＊　2015年の本規定の施行日よりも前に入稿した論文について、その著
者は、著作権を本会に譲渡しない権利を留保するものとする。
5 ＊　本条第 4項に基づいて著作権を本会に譲渡しない場合、著者は、自
らの論文のうち特定のもの、あるいはその全てについて、著作権を本会
に譲渡しない旨を通告することによって譲渡を拒否できる。
6 ＊　電子媒体その他によって『論叢』が公開された後も、本条第 4項お
よび第 5項に基づいて著作権の譲渡を拒否する者は、その権利を留保し
ているものとする。その場合、著者は書面をもって、電子媒体その他に
よる自らの論文の公開を差し止めるよう要求し、その要求に本会は応じ
るものとする。
7 　本条第 6項の規定は、著者が再び自らの論文を電子媒体その他によっ
て公開することを認め、あるいは著作権を本会に譲渡することを妨げない。
第 6条　『論叢』は「社会科学系列」「人文科学系列」「自然科学系列」とする。
2　各系列は年度ごとに、 3号からなる 1巻を刊行する。ただし、複数の
号を併せた合併号を、 1巻を超えない範囲で刊行することができる。さ
らに、運営委員会の議決によって、 3号を超えて特別増刊号を刊行する
ことができる。
3　前項は、各系列の研究の実情に合わせて、それぞれの系列の具体的な
刊行物の形態を、運営委員会の議決による補則によって修正することを
妨げない。
第 7条　『論叢』への投稿に際しては、著者は完成原稿を締め切り日まで
に入稿するものとする。
2　編集委員会が論文として不適当であると判断した場合、当該論文を受
理しない。
3　校正刷りの段階での、原稿の不備に起因する大幅な修正によって印刷、
製本に関わる追加費用が発生した場合、その費用は著者が負担するもの
とする。
4 ＊　刊行の費用節減のため、著者はワード・プロセッサー等を用いて必
要な電子ファイルを作成し、入稿するものとする。
5 ＊　具体的な入稿方法、書式等に関しては、別に投稿要領によって定める。
第 8条　著者は、差別用語や反社会的な用語、結果公開に際しての個人情
報の保護、知的財産権の保護について、責任を持つものとする。ただし、
差別用語や反社会的な用語については、それらの使用を全面的に禁止す
るものではなく、研究者としての社会的責任を踏まえ、必要な配慮をす
る義務を著者が果たすという趣旨である。
2　個人情報については、フィールドワーク等によって得られた社会的弱
者等についての情報、その個人情報が一般に公開されることによって不
利益を被ることが危惧される協力者の情報について、特に配慮するもの
とする。
3　知的所有権については、他人の著作等はもちろんのこと、研究資金提
供者等の権利に留意するとともに、複製技術の急速な進歩によって急変
している法的、社会的な認識に、研究者の社会的責任を踏まえて留意す
るものとする。知的所有権に関する問題は、著者が自らの責任において
対処するものとする。本会は知的所有権に関する金銭的その他の責任を
負わない。
第 9条　投稿中ないし既刊の『論叢』に掲載された論文につき、編集委員
会および運営委員会の議を経て、剽窃その他不正行為、研究者倫理に反
する行為および本規定違反が認定された場合、本会は以下の処置を取る。
　　（イ）当該論文の不掲載、または掲載取消。
　　（ロ）当該論文の著者全員に対し、上記行為が認定された日より最長
で 1年間の投稿禁止。
　　（ハ）当該論文以外に投稿中の論文のある場合、その差戻。
　　（ニ）不正行為等の事実および上記措置につき、『論叢』誌面および本
会ホームページ等での公示。
2　ただし前項の行為・違反の認定に際し、当該論文の著者に弁明の機会
が与えられなければならない。
第10条　その他、本規定に定めのない事項の取扱いについては、運営委員
会の発議により、総会において検討および決定するものとする。
　付則
本規定は2015年 5 月28日から施行する。
　付則
本規定は2018年 6 月28日から施行する。
［編集委員会註］
　＊を付けた条項中に項番号等の誤植があったため、ここでは加除訂正し
て掲載する。
　なお、次回の総会でこの訂正について承認を得る予定。
